
 

 
 

2025 年 4 月 23 日

みずほマーケット・フラッシュ 

トランプ氏の FRB 批判に右往左往する金

融市場 

 

サマリー 

トランプ氏のパウエル FRB 議長に対する痛烈な批判を受け FRB の独立性に

疑問が生じる場面もあったが、結局トランプ氏は議長解任の意図を否定した。

立場が悪くなった為政者が中銀批判を行うのはよくあることであって、今後もトラ

ンプ氏は FRB に対する不満を述べるだろうが、それと中銀独立性の問題は別

である。過度な反応は適切とは言えない。なお、関税政策も含めて、トランプ政

権の態度がやや軟化していることも気になる。このまま現実路線に舵を取るの

か、注目したい。 
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トランプ米大統領は FRB 議長解任の意図を否定 

既報の通り 4 月 22 日、トランプ米大統領は記者団に対して「私には彼（パウエ

ル FRB 議長）を解任する意図は全くない」と述べた。17 日には「解任は一刻も

早く実現すべき」と SNS に投稿し、18 日にはハセット国家経済会議委員長が

「パウエル議長解任を検討中」と述べていたことを思い返せば、相互関税に続

いて朝令暮改が繰り返されたことが印象的だ。結局、金融市場がトランプ氏の

政策や態度に否定的な反応を示せば、いくら大統領としても無視はできないと

いうことが改めて証明された格好だ。 

なお、大統領による FRB 議長解任の実行可否に関しては、法律的な解釈が難

しい。既に多くの識者が論じている通りなので本欄では触れないが、パウエル

議長の任期終了が 2026 年 5 月に迫っていることを考慮に入れれば、法廷闘争

に持ち込むのは合理的な判断ではないだろう。解任を主張して裁判に持ち込

むのであれば、任期終了を待つほうが合理的である。そもそも、複数の政府高

官が現政権に解任されたことに関し、目下係争中である。現状、パウエル FRB
議長に対して政権が実効力を持って打てる策はない。 

トランプ氏がパウエル議長に対し急に態度を軟化させた背景は定かではない

が、（可能性は低いが）世界的に当局者から非難が相次いだことが挙げられる。

例えば、米シカゴ連銀グールズビー総裁、英 BOE のグリーン委員、IMF のグラ

ンシャ・チーフエコノミストなどが意見を表明している。 

より現実的には、関税政策などを含め、全体的に政策や態度を軟化せざるを得

なくなっている可能性が指摘できる。例えば、トランプ氏は 22 日、対中関税に

対し「大幅に下がるだろう」としたうえで、「これは転換期だ」「株価はとても上昇」

とも述べている。株価に言及している以上、意識していることは間違いないだろ

う。同日には、レビット報道官が「トランプ氏は中国と合意する環境を整えてい

る」「トランプ氏は世界の準備通貨としてのドルの地位維持を望む」と説明してい

る。明らかに、方針が現実的な路線にシフトしているように映る。 
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